
１　特別職

(    )

年間支給率

(4.65)

(4.65)

49,289

(    )

職員数

62,034

0

206,661

27,408

209,813 27,408

報 酬 給 料 計

（千円） （千円） （月分） （千円） （千円）

期末手当

備 考合 計

給 与 費

（千円） 共 済 費

（千円）

3,152 0 3,426 △ 2,256 1,170

3,152 3,152 3,152

0 0 △ 2,323

274
67 341

(0.10)

(0.00)

(    )

0

100,665

△ 2,323

27,408 295,829 48,385 344,21461,760

100,665

105,996 155,285

(4.55)

49,289

(4.65)
33,425 188,710

274

186,387

3 27,408 40,153

105,996

55,180

345,384

39,879 14,960 54,8393

31,102

12,471

12,745

議　員

103,817

155,285

299,255

（人）

899

922

15,027

46,129

20

0

比　較

前年度

議　員

長　等

計

その他の
特別職

議　員

長　等

その他の
特別職

Ⅱ　給与費明細書

　　区　　分　　

本年度

7

103,817 103,817

915

0

274

100,665

20

892

長　等

計

その他の
特別職

7

計

－ 492 －
－ 492 －



２　一般職

（１）総括

（ ）は、暫定再任用（再任用）短時間勤務職員数を外書きしたもの。

〔 〕は、会計年度任用職員数を内書きしたもの。

6

(   11) 

127,218

24,516 50,195 7,920

170,336 34,344

夜間勤務手当

(千円)

536

530

備 考

時間外勤務手当

比　較 49 △ 1,334 92,056 △ 405

13,155

等の内訳
前年度 378 24,217 693,551 13,560

児童手当

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 427 22,883 785,607

(千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当

50,798 6,840

116,567

1,200 603 △ 1,080 10,651

地域手当

152,227

149,879
等の内訳
職員手当

本年度

204,680

区 分

比　較

前年度

扶養手当 管理職手当 住居手当

25,716

(千円)

2,348

1,081,313 3,132,664 770,958 3,903,622

(千円) (千円)

給 与 費

692,195 1,425,398 1,185,407 3,303,000 805,302

職員手当等 計

21,714 104,094

合 計

(千円) (千円) (千円) (千円)

共 済 費

4,108,302

1,403,684

993

〔628〕

39

〔 40〕

報 酬 給 料

(  11) 

(   0) 

647,667

44,528

区　分

比　較

前年度

本年度

職員数

（人）

1,032

〔668〕

－ 493 －
－ 493 －



ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）は、暫定再任用（再任用）短時間勤務職員数を外書きしたもの。

比　較 49 △ 865 8,567 △ 405

等の内訳
前年度 378 21,856 616,541 13,560

(千円) (千円)

職員手当

本年度 427 20,991 625,108 13,155

区 分
特殊勤務手当 通勤手当 期末・勤勉手当 児童手当

(千円) (千円)

比　較 1,859 1,200 603 △ 1,080

119,328

109,023

10,305

等の内訳
前年度 143,190 24,516 50,195 7,920

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員手当

本年度 145,049 25,716 50,798 6,840

(   0) 

区 分
地域手当 扶養手当 管理職手当 住居手当 時間外勤務手当

(千円)

（  11）

比　較
△ 1

16,815 20,233 37,048 17,882 54,930

（  11）

前年度
365

1,336,832 987,179 2,324,011 677,136 3,001,147

(千円)

本年度
364

1,353,647 1,007,412 2,361,059 695,018 3,056,077

計 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　分

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等

－ 493 －
－ 494 －



イ　会計年度任用職員

給 与 費

職員数 報 酬 給 料 職員手当等 計区　分 共 済 費 合 計 備 考

（人） (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 692,195 71,751 177,995 941,941 110,284668

93,822

1,052,225

(千円) (千円)

902,475前年度 628 647,667 66,852 94,134 808,653

本年度 7,178

比　較 44,528 4,899 83,861 133,288 16,462 149,750

(千円) (千円)

区 分
地域手当

40

比　較 489

7,890

等の内訳
前年度

346

6,689 7,544

職員手当

530

△ 469 83,489 6

2,361 77,010

1,892 160,499 536

時間外勤務手当

(千円) (千円)

通勤手当 期末・勤勉手当 夜間勤務手当

(千円)

－ 493 －
－ 495 －



（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減額

（千円）

平均昇給率　     1.60%

職員数の異動の状況

現に在

職する

職員数

本年度 365人 △1人 364人

前年度 363人 2人 365人

比　較 2人 △3人 △1人

（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

イ 初任給

高校卒 147,800

総合職

一般職

164,000

区 分 その他 計

200,700

異動に伴う減分

43.17

区　　分
（千円）

給　　料 21,714 給与改定に伴う増減分

15,282

備 考

昇給に伴う増加分

説 明
増減事由別内訳

13,225 前年度  改定率　 1.26%

大学卒

区　分

196,200

160,100

一般行政職(円)

104,094

区 分

令和5年1月1日現在

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

技能労務職(円)

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

行政職（二）（円）

377,436

57.25

325,603

55.83

国の制度

166,600

196,200

 行政職（一）（円）

368,878

296,715

292,505

給与改定の状況

昇給のための留保額の減分

技能労務職

42.75

299,209

357,453

△ 6,033

実施時期  12月（4月遡及）

14,972

その他

期末・勤勉手当の改正に
伴う増分

一般行政職

その他の増減分

△ 6,793

280,871

制度改正に伴う増減分

その他の増減分　

定数増減等による増分

89,122

89,122

△ 1,954

△ 14,810

16,004

職員手当等

－ 493 －－ 496 －



（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減額

（千円）

平均昇給率      1.60%

職員数の異動の状況

現に在

職する

職員数

本年度 365人 △1人 364人

前年度 363人 2人 365人

比　較 2人 △3人 △1人

（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

高校卒 147,800

総合職

一般職

164,000

区 分 その他 計

200,700

異動に伴う減分

43.17

区　　分
（千円）

給 料 21,714 給与改定に伴う増減分

15,282

備　　　　　　　考

昇給に伴う増加分

説　　　　　明
増減事由別内訳

13,225 前年度  改定率　 1.26%

大学卒

区　分

196,200

160,100

一般行政職(円)

104,094

区　　　　　　　　　　分

令和5年1月1日現在

令和6年1月1日現在

平均給料月額（円）

技能労務職(円)

平 均 年 齢 （歳）

平均給与月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

行政職（二）（円）

377,436

57.25

325,603

55.83

国の制度

166,600

196,200

行政職（一）（円）

368,878

296,715

292,505

給与改定の状況

昇給のための留保額の減分

技能労務職

42.75

299,209

357,453

△ 6,033

       実施時期  12月（4月遡及）

14,972

その他

期末・勤勉手当の改正に
伴う増分

一般行政職

その他の増減分

△ 6,793

280,871

制度改正に伴う増減分

その他の増減分　

定数増減等による増分

89,122

89,122

△ 1,954

△ 14,810

16,004

職員手当等

－ 493 －

) )

) )

) )

) )
（ ）は、暫定再任用（再任用）短時間勤務職員数を外書きしたもの。

（級別の標準的な職務内容）

エ 昇給

142
9

30.880.3

4

3

4

71.2
18
58

13294

4

高度の知識又
は経験を必要
とする業務を
行う主事、技
師

3
1

３級 ２級

代 表 的 な 職 種
一般行政職 技能労務職

100.014
( 100.0

100.0

主事、技師

27.6

72

24

( 9

80.3

180
10

３級

２級

2

3

７級

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

５級

技能労務職
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

1号給（人）

６級

３級

13
68

18
80

3

38

1

７級 ２級

令和5年
1月1日現在

２級

４級

計

１級

11

計

前

年

度

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
（Ｂ）（人）

号給数別内訳

2号給（人）

5号給（人）

6号給（人）

4号給（人）

比率(Ｂ)／(Ａ) (％)

3号給（人）

区 分 合 計

72
159
11

2号給（人）

本

年

度

号給数別内訳

1号給（人）

75.8

3号給（人）

5

4号給（人）

5号給（人）

266号給（人）

係長 主任

区 分 ７級 ６級 ５級 ４級

職員数　　（Ａ）（人）

昇給に係る職員数
（Ｂ）（人）

２級

( 9
290

80

一般行政職 部長 課長

計

５級

76

( 11
計

４級 65

29

ウ 級別職員数

令和6年
1月1日現在

区 分
一般行政職

６級

13.1

9.7

293

276

364

( 100.0

8.3

22.4

24.8

365

236

72.7

( 11

11

( 100.0
100.0

( 100.0
25.4

24.8

12.7

3.7

38

10

8

23.7

１級

299

71

74

3.8 71.4

3 27.3

11 100.0

28.64

4

9

213

299

44.4

7
126

－ 493 －－ 497 －



オ 期末手当・勤勉手当

６月(月分) 12月(月分)

2.325 2.325 4.65

(1.225) (1.225) (2.45)

2.275 2.275 4.55

(1.200) (1.200) (2.40)

2.250 2.250 4.50

(1.175) (1.175) (2.35)

（ ）は、暫定再任用（再任用）職員に係る支給割合

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最 高 限 度

者（月分） 者（月分） 者（月分）  （月分）

キ 地域手当

ク 特殊勤務手当

一般行政職 技能労務職

0.01 0.00

ケ その他の手当

区　　分

代表的な職種

0.00

3     

（令和6年1月1日現在）

国の指定基準に基づく

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

その他の加算措置等

国の制度
(支給率等)

支給率等 23.00

24.586875

 代表的な特殊勤務手当の名称 　滞納整理手当、福祉事務現業手当

6.39

定年前早期退職特例措
置(2％～20％加算)

定年前早期退職特例措
置(2％～45％加算)

4.80

支給率計
（月分）

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ） 10     

区 分

 給料総額に対する比率　（％）

30.50

33.27075

43.00 43.00

47.709

 支給対象職員の比率　（％）

支 給 率 （ ％ ）

全　　職　　種

0.02

全　　地　　域

区　分

区　分

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

支給対象職員数（人）

支給期別支給率

364     

47.709

有

有

備　考

有

備　考

住居手当 異なる
 市 15,000円(家賃月額15,000円以上の賃貸住宅、当該年度末35歳未満)
 国 28,000円限度(家賃月額16,000円を超える賃貸住宅)

通勤手当 異なる
 交通機関利用＝市 55,000円限度、国 55,000円限度
 交通用具使用＝市 3,100円～13,800円、国 2,000円～31,600円

国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 異なる

 配偶者＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 22歳以下の子＝市 9,000円、国 10,000円
 その他＝市 6,000円（課長職 3,000円）、国 6,500円
 16歳～22歳の子加算＝市 4,000円、国 5,000円
（市は部長職以外）

－ 493 －

－ 498 －


